
図表第10　新しいQE推計方法（内閣府が検討中）

１．基本方針
　（１）１次速報値の公表時期を１ヵ月程度前倒し

　（２）使用する基礎統計を抜本的に入れ替えるのではなく、情報量を追加する形で改定
　（３）需要側・供給側の情報を総合的に利用して推計（確報値との整合性も念頭に置く）

２．新しい推計方法の概略
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〔供給側アプローチ〕　　　　　　
　・生産関連統計（生産動態統計、　特　
　　定サービス産業動態統計など）を活用

〔需要側アプローチ〕　　　　　　
　・家計調査等を活用　　　　　　　　　
　・公的固定資本形成等については
　見直しが必要


